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説明項目
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２　今後の予定
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修正事項

〇　地域防災計画修正の根拠

１　防災基本計画の修正を踏まえた修正について

２　愛知県基幹的広域防災拠点について

３　水防法等の改正を踏まえた修正について

４　県防災ヘリコプターと名古屋市消防ヘリコプター
  の一体的運用について

５　安否不明者等の氏名公表について

4



長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

〇　地域防災計画修正の根拠（Ｐ１）

　　・市町村地域防災計画とは

　　　災害予防、災害応急対策及び災害復旧等に関する事項別の

　　計画について定めた総合的な計画

　　　毎年検討を加え、必要があると認めるときは、修正を行う。

　　　（災害対策基本法第４２条）　　

　　・市町村防災会議の所掌事務

　　　地域防災計画の作成、修正（災害対策基本法第１６条）
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

１　防災基本計画の修正を踏まえた修正について
    （Ｐ１～Ｐ４）

　⑴　消防団員等が参画した防災教育
　
　⑵　避難所等における各種対策

　⑶　防災関係機関相互の連携

　⑷　その他の修正
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨
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１　防災基本計画の修正を踏まえた修正

　⑴　消防団員等が参画した防災教育（Ｐ１）
　　　地域防災力の中核を担う消防団や自主防災組織が参画し、小
　　学校、中学校、高等学校及び特別支援学校において、体験的・
　　実践的な教育の推進に努めることを追記　
　　
　　⇒　防災教育は、教育課程に位置づけて実施し、とりわけ学級活　
　　　動（ホームルーム活動）、学校行事及び訓練等とも関連を持たせ
　　　ながら、効果的に行うよう配慮するとともに、消防団員等が参画
　　　した体験的・実践的な教育の推進に努めるもののする。
　　　　
　　　　　　

　



長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

１　防災基本計画の修正を踏まえた修正について

　⑵　避難所等における各種対策（Ｐ２～Ｐ３）

　　〇　福祉避難所において、医療的ケアを必要とする者に対して、
　　　人工呼吸器や吸引器等に係る医療機器の電源確保等に配慮
　　　するよう努めることについて追記

　　〇　市が実施する避難所等における炊き出しに際して、従来の
　　　栄養指導や食生活支援・相談に加えて、食物アレルギーを有
　　　する者のニーズ把握やアセスメントの実施、食物アレルギー
　　　に配慮した食料等の確保等に努めることを追記　
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

１　防災基本計画の修正を踏まえた修正について

　⑶　防災関係機関相互の連携（Ｐ３～Ｐ４）

　　〇　効率的な救助・救急活動のため、県、市及び防災関係機関
　　　において、「顔の見える関係」を構築し、信頼感を醸成するよう
　　　努め、相互の連携体制の強化を図ることについて追記
　　
　　〇　各機関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動
　　　計画（タイムライン）を作成するとともに、平時からタイムラインを　　
　　　活用した訓練や研修等を実施し、タイムラインの効果的な運用
　　　に努めることについて追記　
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　　　　　土砂災害に備えたタイムライン（抜粋）

気象情報の発表に従って県、市及び住民等が
実施する事項を時系列で記載したもの
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

１　防災基本計画の修正を踏まえた修正について

　⑷　その他の修正（Ｐ４）

　　〇　従来の「台風」に加え、「線状降水帯」についても、大雨発生
　　　が予想される状況を住民に対して分かりやすく適切に伝達す
　　　べきものとして追記

　　〇　また、市において、避難指示等の発令に際して相談する相
　　　手方の例示として、気象防災アドバイザーを追記
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

２　愛知県基幹的広域防災拠点について（Ｐ５）
　

　　県が名古屋空港北西部（豊山町・青山地区）に愛知県基幹的

　広域防災拠点として消防学校や愛知県防災公園を整備し、拠点

　の本部機能を確保するとともに、これを自衛隊等のベースキャン

　プ用地や、支援物資の受け入れ県内全域への供給に必要な物

　資ターミナルとすることについて追記
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愛知県が2025年度末までに整備（総額350億円の見込み）
〇拠点内：「消防学校エリア」（6.1ha）

　　　　　「支援部隊エリア」（8.4ha）
　　　　　「支援物資エリア」（4.7ha）の3エリアに分ける。
　　　　　　　　　　　合計   (19.2ha)

　　　　　愛知県基幹的広域防災拠点
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

３　水防法等の改正を踏まえた修正について（Ｐ６～Ｐ７）

　⑴　要配慮者利用施設に係る避難確保計画及び避難訓
　　練に対する市長の助言・勧告について
　
　⑵　要配慮者利用施設における避難訓練の実施及び
　　　報告について
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

３　水防法等の改正を踏まえた修正について
　
　⑴　　要配慮者利用施設に係る避難確保計画及び避難訓練に対

　　　する市長の助言・勧告について（Ｐ６）
　　　　市地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮
　　　者利用施設に係る避難計画の作成及び避難訓練の実施に関し、
　　　市長による助言又は勧告が可能になったことについて追記

　⑵　要配慮者利用施設における避難訓練の実施及び報告について
　 　（Ｐ６～Ｐ7）　　
　　要配慮者利用施設の所有者又は管理者において、避難訓
　　練の実施に加え、市長への結果報告が義務化されたことに
　　ついて追記　
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市内の要配慮者利用施設の計画の作成
及び避難訓練実施状況

施設名 避難確保
計画作成
状況

避難訓練実施及び報告 危険区分

令和３年度 令和４年度
住所

実施 報告 実施 報告

愛知たいようの杜 作成済 〇 〇 〇 〇 土砂災害
警戒区域根嶽１２０１

もりの幼稚園 作成済 〇 〇 〇 〇 土砂災害
警戒区域根嶽１２１０

さがみねハウス 作成済 〇 〇 〇 〇 土砂災害
警戒区域岩作三ヶ峯３－３１５

たかぎ作業所 作成済 〇 〇 〇 〇 洪水浸水
想定区域

下川原４－３５
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

４　県防災ヘリコプターと名古屋市消防ヘリコプターの
　一体的運用について（Ｐ８）

　県の防災力の向上を図るため、地方自治法第252条の14の規定

　に基づき、県が所有する防災ヘリコプター「わかしゃち」の運航を名
　古屋市へ委託し、名古屋市所有の消防ヘリコプター（ひでよし・の
　ぶなが）と一体的に運用することについて追記
　　
　　※第252条の14（事務の委託）　
　　普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方公共　
　団体の事務の一部を、他の普通地方公共団体に委託して、当該
　他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若しくは委員をし
　て管理し及び執行させることができる。
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名古屋市：
ひでよし(2015.3~)

名古屋市
のぶなが(2007.1～)

県：わかしゃち(2017.7~)

国の新基準で
　防災ヘリを操縦士１人で運航できなくな
り、県は既に操縦士２人体制を確立してい
る名古屋市に委託した方が利点が多いと判
断したもの。

防災ヘリコプター等の種類
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長久手市地域防災計画の修正（案）要旨

５　安否不明者等の情報収集及び氏名公表について（Ｐ９）
　
　　行方不明者だけでなく「安否不明者」の情報収集に努める
　とともに、昨年度県が整理した「災害時における安否不明者
　・行方不明者・死者の氏名の公表方針」に基づき公表のため
　の条件について検討することについて追記

　　⇒　なお、安否不明者・行方不明者・死者の氏名の公表につい
　　　　ては、県が定めた公表方針に基づき公表のための対応に　
　　　　ついて検討するものとする。を追記
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災害時における安否不明者・行方不明者・死者の
氏名の公表方針について

１　経緯
　　令和３年７月３日、静岡県熱海市で発生した土石流災害において、安否不
　明者の名簿が公表され、多くの安否確認につながる結果となった。

　　しかし、安否不明者・行方不明者・死者の氏名の公表については、被災者
　の救出・　救助等の観点から、公益的な意義がある一方で、個人情報保護
　や遺族・家族等の心情への配慮も必要であることから慎重な対応が求めら
　れている。

　　災害時には、被害状況の把握、救出・救助活動、被災者支援等、　膨大な

事務が生じる中、安否不明者・行方不明者・死者の氏名の公表の考え方をあ

らかじめ整理し、円滑な情報発信を行うことで、迅速かつ的確な災害対応に

つなげるよう、県が公表する際の方針を整理（２０２１年７月）したもの。
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２　愛知県の公表方針

　〇　安否不明者・行方不明者の氏名公表
　　　　愛知県個人情報保護条例第７条第２項第４号
　　　　（個人情報の利用の適用除外）
　　　「人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急を要し、
　　かつ、やむを得ないと認められるとき」に該当するものとし
　　て氏名を公表し、早期の安否確認につなげる。
　　　　　（以下の全てに該当する場合）

　　　※　ストーカーやDVの被害者など、所在情報を秘匿する必要がある方を
　　　　　保護するための措置

①氏名を公表することで救出・救助活動の円滑化・迅速化に資
すると見込まれること。

②市町村において住民基本台帳の閲覧制限が措置（※）されて
いないこと
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２　愛知県の公表方針

〇　死者の氏名公表
　　　県個人情報保護条例（個人情報の利用）の適用除外には該
　当しないが、プライバシーや遺族の心情への配慮も踏まえ、
　以下の全てに該当する場合に、氏名を公表する。

〇　ただし、災害の状況や被災者の事情等はその都度異なるため、
　　実際の公表にあたっては、関係市町村の意向、県警察との調
　整等を踏まえ、災害の態様等に応じて、個別の判断の上、公表
　する。

①死亡の事実及び身元情報が確定していること。
②市町村において住民基本台帳の閲覧制限が措置されていな
いこと。
③（死者に遺族がいる場合）遺族の同意があること。
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３　県の公表方針を踏まえ市が検討する事項

調整相手 個人情報保護条例を所管する課（行政課）

区分 検討する事項

安否不明者・
行方不明者

・　個人情報保護条例に定める※「個人情報の利用及び提供制
限の例外規定等」の適用判断についての事前協議

（発災後７２時間以内に氏名公表することが求められる。）

死者 ・個人情報の利用を認めることの判断について事前協議

（プライバシーや遺族の心情への配慮を踏まえ、遺族の同意が公
表の条件）

※「個人情報の利用及び提供の制限」に係る適用除外規定

　〇長久手市個人情報保護条例（第１０条第２項第６号）
　審査会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他保有個人情報を提供
することについて特別の理由があると実施機関が認めるとき
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３　　今後の予定
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